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舞 監 第 28 号 

令和2年11月13日 

 

舞鶴市議会議長 上羽 和幸 様 

 

舞鶴市監査委員 伊藤 清美 

 

舞鶴市監査委員 瀬野 淳郎 

 

行政監査の結果に関する報告及び措置状況について 

 

地方自治法により、舞鶴市監査基準に関する規程に準拠して監査を実施したので、

その結果を同法第199条第9項の規定により下記のとおり提出し、措置状況について

同条第12項の規定により併せて公表する。 

記 

１ 監査の種類 

   行政監査（地方自治法第199条第2項） 

２ 監査の対象    

(1) 内  容 旅費 

(2) 事務部局 市長公室人事課、政策推進部財政課、会計課 

３ 監査の着眼点 

   旅費が法律等に準じて経済的に執行されているか、また、旅費に関する事務が、 

公平性、効率性を持って実施されているか等を着眼点として実施した。  

４ 監査の主な実施内容     

   提出された旅費関係書類の分析及び関係職員から事情聴取を行うなど、通常 

の監査方法により実施した。 

５ 監査の実施場所及び日程     

 （1）実施場所 監査委員事務局 

（2）日  程 令和2年9月1日から11月2日まで 

６ 監査の意見及結果 

（1）意見 

旅費については、食料費相当分の削減や高速バスによる出張の導入など、 

これまでから行財政改革により経費節減と効率化に努められていることを 

評価するものである。 

今後とも、更に国家公務員等の旅費に関する法律（以下「旅費法」という。） 

の考え方を導入し、経費節減と事務の効率化を推進されることを期待する 

ものである。 

（2）結果 以下の行政監査結果報告書兼措置状況通知書のとおり 
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  行政監査 結果報告書兼措置状況通知書 

 

・監査対象  人事課、財政課、会計課 

・監査期間 令和 2年 9月 1日～11 月 2 日 

監査の結果（指摘・要望事項） 措置の内容（回答） 

○宿泊料 

（１）旅費法への準拠 

 国では、旅費法において出張先を甲地方と乙地方に分

けて、定額の宿泊料が規定されている。本市では、地域に

よる区別はないところ、国への準拠に努められたい。 

甲地方 東京都特別区、横浜市、名古屋市、京都市、

大阪市、神戸市、広島市、福岡市等の国家公

務員等の旅費支給規程第 14 条に規定の地域 
乙地方 上記以外の地域 
（２）一般職の宿泊料 

一般職の宿泊料は、概ね国の各等級の基準より高い水

準にある。国へ準拠し、旅費の節減に努められたい。 

舞鶴市 国   

旅費等級 職 宿泊料 甲地方 乙地方 

1 等級 特別職 14,000 14,800 13,300 

2 等級 

一般職 

13,000 13,100 11,800 

3 等級 12,000 10,900 9,800 

4 等級 11,000 8,700 7,800 

（３）特別職の宿泊料 

特別職は、国の指定職と比較して甲地方で低く、乙地方

では高くなっている。国への準拠に努められたい。 

（１）（２）（３） 

舞鶴市旅費条例について

は、平成 31 年 4 月 1 日

施行の改正により、旅費

のうち日当の廃止並びに

鉄道賃、船賃、航空賃及

び車賃の算定方法の見直

し等を行いました。 

改正後、1年半の運用を

経て、その効果と課題を

検証しているところであ

り、ご指摘の点も踏ま

え、引き続き、より効率

的な旅費支給のあり方に

ついて、改善に向けて研

究を進めてまいります。 

○移動雑費等の定額化 

 国家公務員の移動雑費は、行政事務の簡素化と冗費節

約により、原則、定額支給方式である。本市の移動雑費（出

張先の移動費等）は、様々な移動に係る費用について書類

を作成して精算しているが、定額でなく、個人の裁量を認

め上限がないため、以下のような問題点が発生している。 

① 移動雑費に関し様々な要望が発生し、財政課、会計

課、人事課への問い合わせが増加。 

② バスや地下鉄等の移動行程ごとに、１枚の根拠資料

を添付するため、添付書類が 10 枚以上になるなど、書類

が増加し作成側、審査側において業務が煩雑になってい

る。 

移動雑費については、平

成 31 年度の旅費条例改

正における日当の廃止に

より、定額支給から実費

支給へとしたところであ

り、この実費支給の範囲

の中で、可能な部分につ

いて、事務の効率化等に

ついて検討を進めてまい

ります。 

また、定型化（鉄道賃）

についても、早急に検討
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③ 様々な個別の事象が発生。個別事象を全職員に通知

することやマニュアル化することは困難で、職員間の公

平性に欠ける。 

④ 座席指定料金は、原則、支給されない。但し、特命が

あれば支給されるが、随行者だけ特命で座席指定料金が

支給されていることがある。 

以上のようなことから、移動雑費は国家公務員に準拠

して、できる限り定額とし、事務の効率化やペーパーレス

化を検討されたい。 

 また、鉄道賃においても、ルールを決めて定型化するこ

とにより効率化等を図られたい。 

し、事務の効率化、ペー

パーレス化に努めます。 

○減額調整 

（１）研修旅費 

① 細節の普通旅費と研修旅費の区別ができていないケ

ースが散見されるので、研修に類する用務についてマニ

ュアルで明確にされたい。 

② 国では、2日以上の研修等は宿泊料を支給せず、減額

調整された日額旅費を支給する場合がある。本市も国と

同様の考え方により経費の節減と適正な支給に努められ

たい。 

（２）研修以外の減額 

 国では、調査、巡察、工事等についても宿泊料を支給せ

ず、日額旅費を支給する場合があるので、これらも経費節

減について検討されたい。 

（３）自宅等に宿泊した場合の減額 

 旅行先で自宅等に宿泊した場合の減額について、マニ

ュアルで明確となるよう努められたい。  

（１）（２） 

平成 31 年度の舞鶴市旅

費条例改正から 1年半の

運用を経て、現在、その

効果と課題を検証してい

るところであり、ご指摘

の点も踏まえ、引き続

き、より効率的な旅費支

給のあり方について研究

を進めてまいります。 

（３） 

自宅等に宿泊した場合

は、減額調整を行ってお

りますが、マニュアルに

おいても、その運用につ

いて明確化してまいりま

す。 

○旅費マニュアル 

上記の研修や減額調整に加えて、特命、外部団体負担な

どについてもマニュアルがなく、執行機関、審査機関がと

もに協力して、事務が効率的で公平に進められるようマ

ニュアルを作成されたい。 

現在、マニュアルの見直

しを行っているところで

あり、ご指摘の点も踏ま

え、事務の効率化を図っ

てまいります。 

 

 


